
インドネシア国家規格（SNI）の適用

2020年6月10日、ジャカルタ

国家標準化庁
規格適用・適正評価制度局



アウトライン

インドネシアにおける標準化と適正評価

SNIの適用

適正評価

SNI書類情報アクセス

2



インドネシアにおける

標準化と適正評価
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法的根拠

❑WTO協定の承認に関する法律1994年第7号(技術規程、規格、適正評価に関する
TBT協定)

❑標準化及び適正評価に関する法律2014年第20号

❑標準化及び適正評価制度に関する政令2018年第45号

❑TBT協定に関連するSNIに基づく強制適用規則の発効のための担当機関向け指針
に関する国家標準化庁規則2011年第301号

❑貿易の技術的障害に関するWTO協定（TBT協定）
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国家標準化庁 (BSN)

非省庁政府機関 (LPNK)

SNIの立案、策定、制定、適用、発効、維持
監督及び適正評価活動の実施

インドネシア国家規格 (SNI)

国際標準化機関 (ISO, IEC, Codex 
Alimentarius, SMIIC, BIPM)への関与、
WTO TBT技術規制通知当局

相互承認協定（ILAC & APLAC/APAC）
多国間相互承認協定（IAF & PAC/APAC）WTO TBT技術規制通知当局

および問合せ窓口
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適正評価機関が

適正評価を実施
適正評価機関

適正評価結果の

トレーサビリティ

SNIの立案 SNIの策定 SNIの制定

SNIの維持

適正評価
結果

育成

情報

システム

協力

SNIの任意適用

SNIの強制適用

監督：有効性評価適正証明

研究開発

国家政策

法律2014年第20号と政令201年第34号における標準化と適正評価制度



SNIの策定プロセス
(BSN規程2018年第3号)

*) 公聴会意見に関する議論に基づき、原案の内容が大きく変更になった場合 (BSNによる弁明)

技
術
委
員
会

SNI原案（RSNI）
の作成 再検討

立案
原案作成/技術会議/
コンセンサス会議

E-balloting/公聴会 維持

公聴会 再公聴会*)

Ｂ
Ｓ
Ｎ

規格策定
国家計画案

検証

規格策定国家計画案

規格策定国家計画
の制定

確認
制定 公開

規格策定国家計画案
の公開

５次原案*)公聴会意見に
関する議論

１次原案

廃止の提案

標準化・適正評価
情報システム
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２次原案

３次原案

４次原案 ６次原案

廃止規格策定委員会

国
民
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最新のSNI統計

出所：国家標準化庁（BSN）情報システム・データ管理センター、
2020年

https://www.bsn.go.id/main/bsn/isi_bsn/20325/statistik-sni-2020

No.
ICS (International Classification for 

Standards)によるセクター別SNI分類
有効
SNI数

廃止/無効
SNI数

2019年12月まで
のSNI数

追加分 合計

1 農業・食品技術 2.218 532 2.750 32 2.782

2 建設 865 198 1.063 6 1.069

3 電気電子、情報通信技術 468 13 481 20 501

4 エンジニアリング技術 1.631 291 1.922 43 1.965

5 公共、インフラ、科学技術 712 89 801 47 848

6 衛生、安全、環境 934 140 1.074 18 1.092

7 素材技術 2.910 649 3.559 35 3.594

8 特殊技術 353 89 442 28 470

9 輸送・食品流通 532 206 738 0 738

合計 10.629 2.201 12.830 229 13.059
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SNIの適用
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SNIの適用

規制当局が強制的に適用

強制

任意

適用可能な事業主は、認定
適正評価機関にSNI認証を
申請可能

安全、治安、衛生、環境保護、
国益

目的

技術規則

SNI認証取得後、SNIマーク
の付与が可能

事業主は技術規則に基づき
SNIの適用とSNIマークの
付与が義務づけられる
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SNIの適用とステークホルダーの関係

SNI適用者

規則と認証
スキーム 認証活動

SNI/規格

適正
評価
機関

認定
スキーム

国家
認定
機関

BSN

産業、中小企業組織
など

認証スキーム:
•BSNによる任意

•規制当局（関連
省庁）による強制

11



任意でのSNI適用

製品認証機関
(LSPro)

事業主

認定プロセス

BSNによるSNIマーク承認

認証プロセス

認証用レファレンス

SNIマーク入り製品

国家認定委員会
（KAN）

指名

BSN

政令2018年第34号第22条（4）項
（3）項に規定のSNIマーク及び/又は適正マーク使用承認はBSN
が事業主に対して供与する。

生産プロセス用
レファレンス
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SNIマーク使用承認書（SPPT SNI）申請プロセス

• 物品、サービス、
システム、要員

事業主

• SNIに基づく適正評価

適正評価機関

• 適正認証状

事業主

• SNIマーク使用承認

BSN
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SNIの確認

SNI製品認証手順

関連SNIがあるか？
あれば適用可能

必要書類（会社公正証書の写し、

事業許可証、会社登録証、納税者
番号/それに類する書類、知財総局
からの商標登録証）をそろえる

製品認証機関の確認

認証を受ける製品と同じスコープの
製品認証機関と検査機関を確認

認
証
開
始

法的書類の準備

検査

サンプル採取と検査機関
でのサンプル検査を含む、
生産プロセスの評価

製品認証機関が、書類の不備
と正当性を監査し、会社の能力
監査を行う

監査 評価

会社適正監査結果を評価、不足
がある場合、事業主は改善を行う
こと

製品認証機関が適正認証状を
発行し、SNIマーク使用承認書
発行の根拠としてBSNに通知

適正認証状の付与

SNIマーク使用承認書
の発行

事業主はウェブサイト
bangbeni.bsn.go.idを通じて
BSNにSNIマーク使用承認
書の発行申請を行う
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• SNIマーク使用承認書の有効期間は認証期間
に応じる

• No: 1 XXXXX Z MMYYYY
1 = BSNを示す数字

XXXXX = BSNが付与するSNI使用承認の通し番号

Z = SNIマーク使用承認を受ける対象

(1 = 物品 2 = サービス 3 = プロセス 4= システム 5= 要員)

WW   = YYYY年のSNIマーク使用承認発行月

YYYY = SNIマーク使用承認発行年

• SNIマーク使用承認受理者名と物品、サービス及び/

又はプロセス情報は標準化・適正評価情報システム
内で公表

SNIマーク使用承認書
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BSN長官規程2017年第2号に基づくSNIマーク

備考:

Y = 11x

r  = 0,5x
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強制取得のSNIの適用

製品認証機関
(LSPro)

事業主

認定プロセス

SNIマーク承認を
省庁に委任

認証プロセス
認証用レファレンス

SNIマーク取得製品

国家認定委員会
(KAN)

指名

大臣

製品プロセス用
レファレンス

政令2018年第34号の第31条
BSNは、第25条（2）項に規定の強制取得の
SNIの適用を定める省庁に対し、第29条（2）
項と第30条aに規定のSNIマーク使用承認
供与権限を委任する。
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Identifikasi
kebutuhan

regulasi teknis

Analisis dampak
regulasi teknis

Program Nasional
Regulasi Teknis

Penyusunan
Regulasi Teknis

Notifikasi
Regulasi Teknis

Penetapan 
Regulasi Teknis

強制取得SNI発効の枠組み

技術規則の
必要性の特定

技術規則の
影響分析

国家技術規則
プログラム

技術規則の
策定

技術規則の
通知

技術規則の
制定

レビュー
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技術規則のスコープ

❑ 当該技術規則制定の目的

❑ 技術規則制定の根拠となる関連法令

❑ 規制する物品及び/又はサービスに関する詳細情報とHSコード番号

❑ 技術規則要件のレファレンスとなるSNI

❑ 市場導入前・市場での監督用の適正評価手続き

❑ 罰則規定

❑ 技術規則実施ルール
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強制適用されているSNIのステイタス
(2020年4月)

No 規制当局
強制適用されている

SNI

1. 工業省 114

2. 海洋水産省 2

3. エネルギー鉱物資源省 26

4. 農業省 7

5. 運輸省 14

6. 公共事業省 46

7. 商業省 24

Total 240

https://bsn.go.id/uploads/download/4_sni_wajib(share)_aprl_2020.pdf

20



国家技術規則
プログラム

技術規則
（強制取得のSNI)

BSNのウェブサイト
http://bsn.go.id/
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SNI付与製品情報へのアクセス
http://bangbeni.bsn.go.id/
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2019年1月から2020年1月までのSNI付与製品の数
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ウェブサイト上の画面
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ウェブサイト上の画面
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コロナ・パンデミック期の
標準化・適正評価政策

1. コロナ・パンデミック対応にかかる認定・適正評価プロセスに関する国家認定委員会の政策No. 

003/kan/04/2020、アセスメントプロセスの延期、可能であればリモートでのアセスメントを実施

2. コロナ・パンデミック対応にかかる認証、検証、確認プロセスに関する認証機関、検証機関、確認機関向け
の国家認定委員会の政策

3. コロナ・パンデミック対応のための再認証のためのSNIマーク使用承認書の延期に関するBSNの政策

4. 工業分野の強制取得SNIの認証プロセスに関する2020年4月7日付け通達No. 111/BPPI/IND/IV/2020、
その内容は、初期認証プロセス、サーベイランス/再認証プロセスの延期、延期が不可の場合には、電子媒
体（例えばリモート監査）を通じサーベイランス/再認証、送付された製品の検査を実施可能。通達は2020年
6月30日まで有効
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コロナ・パンデミック期の
標準化・適正評価政策

5. 小麦粉、パームオイルへの添加に関連する一時的例外措置に関する工業大臣通達2020年第5号

6. 精製糖と粗糖のSNI強制適用の一時延期に関する2020年3月31日付農業大臣決定書
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適正評価
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適合性評価機関

認定機関

製品 （物品・サービス）

能力の証明

適合性の証明

国家認定委員会（KAN）

ラボ、認証機関、検査機関

国際/地域間の協力
APLAC, ILAC, PAC, IAF (WTO & 
APEC)

同等性の実証 評価者

アセスメント実施者

監査人

適正評価の信頼の鎖
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JUMLAH LPK YG DIAKREDITASI OLEH KAN

2019年の適正評価機関の数
(認証機関と検査機関)
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1366

291

70 24 0

LEMBAGA PENGUJIAN LABORATORIUM KALIBRASI LABORATORIUM MEDIK LEMBAGA PENYELENGGARA 
UJI PROFISIENSI

PRODUSEN BAHAN ACUAN

合
計

2019年の適正評価機関の数

(ラボ)

検査機関 較正ラボ 医療ラボ 精度管理
実施機関

標準物質
製造者
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統合情報サービス(LITe)は、工業、商業、教育、科学技術振興
を支えるために標準化と適正評価情報サービスを提供

統合情報サービスのスコープ: 
•標準化情報検索サービス

•規格書類の注文・提供サービス（国家規格、国際規格、海外
の規格）
•標準化研修情報サービス
•適正評価機関認定情報サービス
•発行者識別番号登録情報サービス
•標準化レファレンス情報サービス
•苦情受付サービス

•営業時間 月―金 08.30 ―15.00(インドネシア西部時間)

•統合情報サービス - BSN Gedung 1 - BPPT Lantai Dasar Jl. MH. 
Thamrin No. 8 - Jakarta Pusat 10340 
•Telp. 021 391 7300 | Fax. 021 3927528 Email: 
dokinfo@bsn.go.id 
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ありがとうございました
THANK YOU


